
減らす

CO2

01 日崎工業株式会社
 事業内容 サイン事業、アウトドア事業、特種車輌事業

取組内容

 屋根への太陽パネルと蓄電池の導入による電力
の再エネ化
• 好天時は、自家消費により工場電力の半分を
賄っている。

• 全社員が現在の発電量やエネルギー使用量を
把握し、エネルギーのピークカットに取り組め
る体制を構築

02

 防災に特化した新商品を製造・販売し、新規事業開拓
• 自社技術を活用した新規事業の開拓として、太陽
光パネル等を搭載した、災害時に役立つトレー
ラーハウスや防災に考慮したキャンプ用具の製
造・販売を実施

• 東日本大震災によって発生
した福島第一原発事故によ
る故郷の被害を目の当たり
にし、脱炭素に関心を持った。

• 東日本大震災と同時期に業
績が落ち込み、固定費削減を
進めるため、取組を始めた。

• 2030年のゼロカーボン達
成を目指しており、現在は残
りの50％の削減に向けた模
索を行っている状況

本社所在地 川崎区大川町

創業年 1967年

従業者数 21～50人

年間売上高 1億円～5億円

 工場で利用する電力の再エネ化
• 再エネへの切り替え時には、再エネの導入に詳
しい経営者仲間からアドバイスを受け、導入に
あたっての不安を解消

 摩擦圧接接合技術における加工にIoT装置を組
み込み、品質管理に利用
• 材料や電力、加工時間が少なく済む点から、従
来からあった摩擦圧接工法にIoT装置を組み
込むことに着目

• 長年蓄積したノウハウに基づいた条件設定によ
り、削り出し加工と同品質の製造が可能となっ
た。同技術は2020年に「低CO2川崎ブラン
ド」として認定されている。

本社所在地 中原区上平間

創業年 1961年

従業者数 6～20人

年間売上高 1億円～5億円

• 新型コロナウイルスの発生で
需要が落ち込み、時間にゆと
りができ、企業の生き残り戦
略を考える中で、脱炭素市場
拡大への対応の必要性に気
付いた。

• 他社との差別化による取引
先の拡大を目指し、最新技術
を組み込んだ低炭素な工法
へのシフトや再エネ導入に取
り組んでいる。

 業種 製造業

株式会社大矢製作所
 事業内容 高圧ホース継手金具・自動車部品 業種 製造業

減らす

CO2

取組内容

取組のきっかけ

取組のきっかけ

PR等

PR等
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本社所在地 川崎区元木

創業年 1944年

従業者数 １０１人以上

年間売上高 5億円以上

本社所在地 中原区宮内

創業年 1999年

従業者数 21～50人

年間売上高 ５億円以上
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 保有車両の燃料消費量を把握
• 「グリーン経営認証」（2006年に認証取得）に
基づき、保有車両の燃料消費量・CO2排出量を
把握

• エコドライブの実施等、全社を挙げて燃費の向
上を図っている。

 「かわさきSDGsゴールドパートナー」として認証
• 2022年に「かわさきSDGsゴールドパート
ナー」の認証を取得

• 同年に県の「かながわSDGsパートナー」として
も登録され、地域貢献・社会貢献への積極的な
姿勢をPR

• 2005年に環境方針を制定
し、環境問題に積極的に取り
組み、企業活動を通じて地域
及び地球環境の保全に貢献
することを掲げた。

• 2006年に運輸事業者向け
の制度である「グリーン経営
認証」を取得し、環境保全活
動に継続的に取り組むよう
になった。

川崎運送株式会社
 業種 運輸業  事業内容 一般貨物事業、通運事業等

知る・測る

取組内容

取組のきっかけ

PR等
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 事業内容 精密部品の製造・販売 業種 製造業
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 建物の電力の「見える化」を実施
• 契約電力会社のサービスを活用し、建物全体の
電力を「見える化」している。

• 機器レベルのより詳細な電力の「見える化」に
も取り組みはじめている。

 環境活動の目標を設定し、毎年モニタリング
• 環境経営目標として、電力使用量、水道使用量、
ガソリン購入量、ごみ排出量、OA紙使用枚数な
どの目標値を設定し、毎月モニタリングし、CO2
排出量の評価を実施

• モニタリング結果を踏まえ、電力会社との契約を
排出係数が調整可能な内容に切り替え

• 納入先企業からの要請によ
り、環境関連法規の遵守、化
学物質管理の徹底等に取り
組み、2007年に環境活動方
針を制定した。

• 令和元年台風19号の影響に
より大きな被害を受けたこと
を契機として、社内で専門の
Eco Actionチームを編成し、
脱炭素化にも本格的に取り
組むようになった。

三和クリエーション株式会社

知る・測る

効果測定

取組内容

取組のきっかけ
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本社所在地 麻生区王禅寺西

創業年 1975年

従業者数 101人以上

年間売上高 ●●～●●円

株式会社和光
 事業内容 クリーニング業 業種 サービス業

本社所在地 麻生区王禅寺西

創業年 1972年

従業者数 101人以上

年間売上高 １０億円以上

• 地域貢献を経営ビジョンとし
て定めており、脱炭素化につ
いては地域・社会貢献の一環
として、次世代にきれいな地
球を残していくべく取り組み
を進めてきた。

• 従業者の多くがパート・アル
バイトで、利益追求の姿勢だ
けで人材確保は難しくなって
きており、脱炭素化・SDGs
等に関する取組みの実施が、
良質な人材の確保につな
がっている。

 LED照明や遮熱フィルムを導入
• 川崎市の支援策（市内事業者エコ化支援補助金）
を活用し、工場・店舗にLED照明を導入

• 店舗のガラスに遮熱フィルムを施工。眩しさの
軽減とともに、空調の効きも良くなり、従業員の
働きやすい環境づくりを推進。災害時のガラス
の飛散防止にも寄与

 ブランディングによる人材確保
• 脱炭素などの地域貢献に取り組むことで自社ブランド
化が図られ、若年層のパート・アルバイトの応募が増加

• 日本格付研究所より、横浜銀行が和光に対して実施す
るポジティブ・インパクト・ファイナンス原則に適合して
いるとの評価を受けている。

減らす

CO2

取組内容

取組のきっかけ

PR等
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本社所在地 幸区南加瀬

創業年 19５２年

従業者数 ２１～５０人

年間売上高 １億円～5億円

• 業務の受注拡大を期待し、
「エコアクション21」の取得に
取り組んだ。「エコアクション
21」を取得したことで、燃料
の削減を意識するようになっ
ており、省エネなどに取り組
んでいる。

• 普段から付き合いのある金
融機関からの申請の推奨を
受け、 「かわさきSDGsゴー
ルドパートナー」を2022年
に取得

有限会社宇佐美
 事業内容 廃棄物の収集運搬・処理・リサイクル 業種 その他サービス業

 アンケートによる自社の現状の把握
• 「エコアクション21」を取得したことで、CO2排
出量の把握ができ、使い放題だった燃料の削
減を意識するようになった。

• 車両の運転状況、燃費の実態把握や改善のた
めに、運転手、従業員それぞれに対して独自に
アンケートを実施

 CO2削減目標の設定と指標によるモニタリング
• 「エコアクション21」における目標として、CO2排
出量、電力使用量、燃料の使用量、ガスの使用量、
廃棄物排出量等の指標を設定し、内部で都度、レ
ビューを行っている。

取組内容

取組のきっかけ

効果測定

知る・測る
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本社所在地 川崎区殿町

創業年 19４１年

従業者数 ６～２０人

年間売上高 5億円以上

本社所在地 高津区梶ヶ谷

創業年 19６２年

従業者数 ６～２０人

年間売上高 １億円～5億円

07

• 幼少期から環境に関心があ
り、将来の世代により良い街
を残していくことを目指し、
脱炭素化をはじめとした地
域貢献に取り組んでいる。

• 2010年、新社屋への移転を
機に補助金を活用した自社
ビル屋上への太陽光発電シ
ステムの導入を行った。

• CO2排出量の削減が難しい
建設業でも脱炭素化に取り
組めることを示していきたい。

株式会社渡辺土木
 事業内容 建設業（公共工事全般） 業種 建設業

 高効率空調や電気自動車の導入による省エネ
• 高効率空調への更新に加え、LEDや窓用遮光
断熱シートを導入するなど省エネを推進

• 社用車の一部を電気自動車や水素自動車に更
新。自社で発電された電力の一部を電気自動
車に供給するなど、CO2排出量を削減

 太陽光発電による発電量やガソリン車の燃料削減量
をモニタリング
• 「CO2排出ゼロの会社経営」を目指し、自社ビルに
設置している太陽光発電設備の発電量や社用車
の更新によるガソリン使用量の削減量をモニタリ
ングすることで取組によるCO2削減量を把握

取組内容

取組のきっかけ

効果測定

減らす

CO2
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 自社の電力使用量を「見える化」
• 事業所内の電力使用量の「見える化」に１０年ほ
ど前から取り組んでいる。

 補助金や省エネルギー診断を活用した省エネの実施
• 川崎市エネルギー最適化補助金を活用し、設備更
新による省エネ化を実施

• 省エネルギー診断の結果をもとに、費用対効果を
含めた設備の運用改善策も検討

• ISO9001、ISO14001を取得し、品質面と環
境面の両輪で不適合品の削減を図っている。

• 納入先の大手企業から脱炭
素化についての取組状況調
査があり、今後、脱炭素化を
要請する動きが強まることも
考えられるため、今から準備
を進めておく必要性を感じ、
取組を始めた。

• 本格的に要請が来ていない
間に取り組むことで、自社の
強みにもできると考えている。

• 2023年には 「かわさき
SDGsゴールドパートナー」
を取得

三田工機株式会社
 業種 製造業  事業内容 精密加工事業

取組内容

取組のきっかけ
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知る・測る

減らす

CO2


